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大阪商業大学 日本版総合的社会調 岩井　紀子 社会学 H20．10．1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　胤
宦@国内外の研究機関に所属する研究者から広く研究課題を公募し、

　　　‘
ﾌ択し

JGSS硯究 査共同研究拠点 ～
た研究課題を集約して総合的社会鯛査JGSS（Japanese　General　S㏄ial　Surveys）

センター H25．3．31 を実施し、そのデータを分析する機会を提供し、公開データの整備と共同研究
の支援環境を整え、社会科学の広範な発展に貢献することを目指す。

○　これらの共同研究を通して、日本社会の現状と変容、及び東アジアにお
ける日本社会の位置づけを明らかにする。

【総合的社会調査（JGSS）とは】

家族・ジェンダー、政治・政策、職業・経済・社会階層、日常の生活行動等
の観点から、日本人の意識や行動の実態を把握するための綱査。 1999年か

ら継続的に実施し、時系列分析が可能な形でデータベースを構築。

関西大学 ソシオネットワーク 鵜飼　康東 経済政 H20．10．1 ○　高度情報通信技術を活用した総合的政策研究を行い、世界が直面している
ソシオネット 戦略研究拠点 策 ～ 社会的課題解決のための学術的基盤形成を目的とする。
ワーク戦略碍 H25．331 ○　研究蓄積のある金融政策、社会福祉政策、政策支援ソフトウェア開発につ
究槻構 いて、指定研究ユニットを設置して、データ収集・解析及びシミュレーション

に基づく政策研究を推進するとともに、公募研究ユニットを開設する。

○　社会ミクロ・データ及び政策分析ソフトウェアを研究者に公開して、 新し

い社会科学の展開を目指すとともに、共同研究拠点として、我が国の人文学及
び社会科学分野の研究水準の向上と、異分野融合による新たな学問領域の創出
を目指す。

慶議義塾大学 幹細胞・医科学研究 岡野　栄之 幹細胞 H20．10．1 ○　幹細胞研究領壊における世界トップレベルの研究推進とその実綾・ ノウハ
Keio→led　Oりen 拠点 医学 ～ ウを活かし、iPS細胞研究施設、幹細胞医学教育研究センター、 ヒト代謝システ
ACOεSS H25．3．31 ム生物学センター、医学部共同利用研究室の4つの組綴を統合し、より機能的
F巳cility（慶 な組織を形成し、幹細胞研究における世界に冠たる共同研究の場を形成する。．
簸医科学開放 ○　学内研究者との共同研究を中心として、広く国内や海外からの共同研究者
型碍究所） を受け入れ、研究インフラの開放、研究者の交流、研究支援の拡充を推進する

B

京蓼大学 再生医学・再生医療 坂口　志文 再生医 H20．10．1 ○　従来の再生医学研究の枠組みを超えて新たに再生医学・再生医療の研究に
再生医科早口 の先端融合的共同研 学・ ～ 参加する多くの研究者の要望に応えるべく、これまでの活動により再生医科学

蜥 究拠点 再生医 H22．3．31 研究所に蓄積された再生医学の知識・技術を基に、多様な先端的・学際的共同
療 研究を推進する。

○　再生医学・再生医療研究に関する公募型の共同研究を実施するとともに、

再生医学研究に係る研究資源、技術の共同利用、分配、標準化を推進する。 ま

た、技術指導から倫理講習にまたがる講演会、講習会を開催し．再生医学 ・医

療の啓発と人材育成に努める。
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1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑦大学共同利用機関法人の概要

編醐瞳蜘撫細一三麟晦難二上1醸恥極鐡嘩鱒〆高喚婦融ン

国立歴史民俗博物館

我が国の歴史資料、考古資料及び
民俗資料の収集、保管及び公衆へ

の供覧並びに歴史学、考古学及び
民族学に関する調査研究

国文学研究資一団

国文学に闘する文献その他の資料
の調査研究、収集、整理及び保存

国際日本文化研究センター総合地球環境学研究所

日本文化に関する国際的及び学際

的な総合研究並びに世界の日本研
究者に対する研究協力

地球環境学に闘する総合研究

国立民族学博物館

世界の請民族に関する資料の収集、

保管及び公衆への供覧並びに民

族学に関する調査研究

内燃稗肇研究機篇く研究分野〉夫文学、物質科学、エネルギー科学、生命科学その他の自然科学に関する研究

国立天文台

天文学及びこれに関連する分野の
研究、天象観測並びに暦書編製、

中央標準時の決定及び現示並び
に時計の検定に関する事務

核融合科学研究所

核融合科学に関する総合研究

基礎生物学研究所

基礎生物学に関する総合研究

生理学研究所

生理学に関する鴛合研究

分子科学研究所

分子の構造、機能等に関する実験

的研究及びこれに関連する理論的
研究

、．膿胸レギ」画幅舗廉廃瀞犠 k鋤富国轟繍i摯譲鵡鵬綴欝欝
素粒子原子核研究所

高エネルギー加速器による素粒子

及び原子核に関する実験的研究並
びにこれに関連する理論的研究

物質構造科学研究所

嵩エネルギー加速器による物質の

構造及び機能に関する実験的研究
並びにこれに関連する理乱的研究

情報・システム碍究機構
〈研究分野〉情報に関する科学の総合研究並びに当該研究を活用した自然及び社会における

　　　　　　　諸現象等の体系的な解明に関する研究

国立極地研究所

極地に関する科学の総合研究及び

極地観測

国立情報学研究所

情報学に関する総合研究並びに学

術情報の流通のための先端的な基
盤の開発及び整備

統計数理研究所

統計に関する数理及びその応用の
研究

国立遺伝学研究所

遺伝学に関する給合研究



1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑧大学共同利用機関法人における活動状況 〈共同研究等の実施状況〉

【掌状】0各大学共同利用機，の特性に応じ、大型の高高亭亭・設儒や学術資料等の提供等による

　　　　　　共同利用・共同研究を実旛。

　　　　　　共同研究2，101件、共同研究審の尋入れ18，096名（平成19年度）

1．公子による共同研究謀戸数
（単位：件）

瀦翻　幽雛灘同士鑛鐘、
鮎rF幽　離し

@F丁稚．『． 灘灘二『。縣璃
人間文化研究機構

；
8

25

自然科学研究機構 1，158 1，181

高エネルギー加速器研究機構 512 ・　　　　　　　　571

情綴・システム研究機構 369 324

合計 2，067 2，101

1200

1ρ00

800

600

400

200

　0

公募による共同研究課題数の推移

人同文化　　　　口回“学　　　　寓工ネ 情。

2．共同研究奢の愛入れ状況

翻

自然科学研究機構

高エネルギー加遼器研究機構

燗報・システム研究纏構

　　　　　計

771

504

248

442

10，156

3，723

1，744

可8，199

302

570

10，222

3，380

1，748

18，096

12，000

10．000

8．000

6ρ00

4ρ00

2，000

　0

共同研究者数の推移

人間文化　　　塵霰斜掌　　　　寓工ネ 情臓

圏

1．学術研究機関の現状と課題　（1）現状

〈人材養成の状況〉

【去状】（平成19年度）

0総合研究大学院大学の学生編入れ（傅士螺糧）　　485名

0国公私立大学の大学鵬学生の縄入れ（修士・搏士）　795名

1．総合研究大学鶴大学在籍学生数（Hコ9．5．1）

比較文化学（民樽）

国司日本観究（日文観）

日本匿史思置〔歴博）

日本文掌碍究（国文研〕

　　　合計

核融合科学（櫨画引研）

機能分子科学｛分子緕）

茜礁生物学（茜箇箇）

生理科掌（生理碍）

　　　合計

綾計科学（続数“）

遺伝学（選伝研）

2．その曲の大学薩教育への財力犠況（平虜19年度）

霧識・響．　　　門鰭曙　　顯　　　　　．㌔　　晶　　　　亀欄　　　　　　．…’ド｛『
．場湿一樵　　一’辮1：惑

人　闇　文　化　研　究　機　構 16 56

．炉」

@　　　　　0

鳳　嘘τ　　　　　　善…

自　然　科　学　研　究　棲　構 98 185 56

畜エネルギー加遼器研究機構 21 84 4

情報・システム研究機構 112 127 36

合計 247 452 96
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1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑨近年における大学共同利用機関の研究成果事例

・人間と自然との相互作用環を解明し、

地球環境問麺の解決に資する学問
的「知」の構箋を目指して、未来可能

性のある地球環境を創出する。

Oこれまで研究プロジェクト8本が終了し、水に関わる環境研究を主導した研究者が

著名な賞を受賞するなど成果への高い評価を得た。また進捗中の研究プロジェクト

では、研究発表会を毎年開催し研究水準をチェックしている。成果発信としては、

出版活動はもとより国内外の研究者によるセミナー、国際シンポジウム、一般市民

対象のフォーラムを実施。市民セミナー、地域セミナーでは高い満足度を得るととも

に人材育成にも努めている。

騙

・単一鏡としては、世界最大級のロ径8．2m

の望遠鏡
・銀河誕生時の宇宙の姿を探り、太陽系外の

惑星の謎に迫る。

O地球から最も遠い天体の発見
　（世界で初めて宇宙誕生から8億年足らずの光を捉えた。）

O太隔系外で惑星が生まれる場である星の周りの円盤に、様々な形態があるこ

を世界で初めて確かめた。

ONASAの彗星衝突実験「ディープインパクト」の国際共同観測で、

彗星の内部物質を世界で初めて明らかにした。

㌔

・世界最高の衝突性能を誇る電子・陽電子衝突型

加速器
・物質と反物質との性質の違い（CP対称性の破れ）

を解明する。

O素粒子物理学上の大きな謎の一つである宇宙創成期に存在していた反物質が
消えた謎を解く鍵となる現象（粒子と反粒子の崩壊過程にずれが存在すること）

を世界で初めて実験的に証明し、40年来の謎であったCP対称性の破れの問題
を決着に導いた。

・南極ドームふじ氷床深層コアの精密解析を

連携研究により進め、過去100万年間の地球

の気候及び環境変動を高時間分解能で明ら
かにし、地球温暖化などの将来予測に資する。

〔雛i灘灘灘難騰馴
氷床コア（3035．22メートル）

1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑩大学共同利用機関に対する評価
”　　“．．場．7．

O平成20年3月に公表された大学評価・学位授与機構の現況分析によると、第1期中期目

標期間における研究活動については、概ね「期待される水準」以上にあるとの評価結果がで
ている。

　　　　・1漏』旗　「　♂謹　こ

x価項目　　鮎・
自脈胤．・．、・・な‘．．・討・ガ．．一

確． E懸魏懸醤．騰鑓．鱒1難i ．
舞

研究活動の状況
4機関

i22．2％）

　13

i72．2％）

　1

i5．6％）

0

研究成果の状況
1機関

i5．6％）

　16

i88．8％）

　1

i5．6％）

0

質の向上

（大きく改善・向上）

@　17機関

@　（94！辱％）

（改善・向上）

@　1
@（5．6％）

（向上とは言えない）

@　　　0

@　　（0％）・

※対象は、平成19年度の18機関等（16大学共同利用機関、高エネルギー加速器研究機構加速器研究施設及び共通基盤研究施設）
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1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑪学術研究における大型プロジェクトの概要

1ズー犀r　ミ　　ンー＝：：　一ユー’ノ

〔東京大学宇宙線硯究所・菖エネルギー加遼暑碍究搬講〕

ニュートリノの質量の有無を精密

検証するため、スーパーカミオカ
ンデ（岐阜県飛騨市）により、宇宙

から飛来するニュートリノ観測実

験を推進する。

※建設費総額約104億円

的フ　　’一； の　　’

〔窩エネルギー卸逮暑砺究機構〕

■子・陽電子衝突型加速器（Bファクトリー）を用い

て、大量の「B中間子」（崩壊現象を観測しやすい粒

子）とその反粒子である「反B中間子」を発生させ、

その崩壊現象を精密に観測することにより、粒子と

反粒子の対称性の物理法則の違いを明らかにする。

これにより、宇宙創世時に同数あったとされる物質

（粒子）と反物質（反粒子）が、現在の物質のみの世

界へと変化した原因を解明する。

※建設費総額約378億円

〔自然科学研究機構（核融合科学研究所）〕

我が国独自のアイデアに基づく超伝導コ

イルを用いた「大型ヘリカル装置（田D）」

により、高温プラズマの閉じ込めと定常運

転の実証を目指し、定常型核融合研究の
一層の推進を図る。

※建設費総額約507億円

　　　　　　　　　　」一ρ14ノマ。　　こ1

〔高エネルギー加速器観究機構〕

高エネルギー加速器研究機構（KEK）と日本原

子力研究開発機構（JAEA）が共同で、世界最

大級のビーム強度を持つ陽子加速器施設を建
設し、物質・生命科学、原子核・素粒子物理学

など基礎研究分野から産業利用まで幅広い分

野に寄与する研究開発を推進する。

（平成20年度後半からビーム供用開始）

※建設費総額約666億円

〔自然科学砺究機構（国立天文台）〕

米国ハワイ島マウナケア山頂に建設した
ロ径8，2mの「大型光学赤外線望遠鏡『す

ばる』」により、宇宙の涯に挑み、銀河が誕

生した頃の宇宙の姿を探る。

※建設費総額約395億円

一
〔自然科学碍究引時（国立天文台）〕

日本（国立天文台）、米国及び欧州の3者の

国際協力により、銀河や惑星等の形成過程
を解明することを目的として、チリのアタカマ
高地（標高5，000m）に80台の電波望遠鏡等

の建設・運用を行う。

※全体計画約256億円（平成16～23年度）
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1．学術研究機関の現状と課題　　（1）現状

⑫学術研究における大型プロジェクトの研究成果事例

小柴昌俊先生がノーベル物理学賞を

受賞した実験装置の後継装置で、世
界をリードする研究の展開により、素

粒子物理学の標準理論の見直しと宇
宙の進化の謎に迫る。

Oニュートリノに質量が存在することの決定的な証拠と

なる「ニュートリノ振動」の直接観測に世界で初めて成功。

大気中のミューニュートリノが500km移動すると消滅、

さらに500km移動すると再び現れる波形の振動パターン

を示していることを明らかにした。

単一鏡としては、世界最大のロ径8．

2mのすばる望遠鏡により、宇宙の果

てに挑み、銀河が誕生した頃の宇宙
の姿を探る。

O宇宙最遠方の天体を発見。

O最も重元素の少ない星を発見、宇宙で最初に生まれた星の
正体に迫る。

0太陽系外の惑星形成に重要な手がかりとなる原始惑星系
円盤の多様な形態を観測。

ONASAの彗星衝突「ディープインパクト」を国際共同観測、

彗星の内部物質を明らかにした。

一 口
、

我が国独自のアイデアに基づく超伝導コ

イルを用いた世界最大のヘリカル型実験
装置「大型ヘリカル装置（LHD）」により、

高温プラズマの閉じ込めと定常運転の実
証を目指す。

020兆個／CCの高密度条件下において、7900万度の中心

イオン温度を水素プラズマで達成し、核融合エネルギー条件

で必要とされる1億度に近づいた。
01100兆個／CCの超高密度プラズマ生成と閉じこめに成功

　し、核融合エネルギー炉の実現に向けた新しい運転領域を
　切り拓いた。

電子・陽電子の衝突頻度が世界最高性

能の加速器を用いて物質と反物質の性

質の違い（CP対称性の破れ）の解明に
迫る。

0反粒子が消えた謎を解く鍵となる現象「CP対称性

の破れ（粒子と反粒子の崩壊過程にずれが存在する
こと）」を発見。

O素粒子とその間の力を説明する一般的な考え方「標準理

論」では説明できない未知の素粒子現象を捉えた可能性
が高いことに世界的な注目が集まっている。



1．学術研究機関の現状と課題　（2）課題

附置研究所等及び大学共同利用機関における課題

　　　　　　　に’1　主な

O国立大学法人制度の下での大学内部からの要請と、当該分野の研究者コミュニティからの要請の両立。

O国全体の学術研究発展の観点から必要な研究プロジェクトの推進や、研究設備の計画的整備。

O共同利用・共同研究拠点制度の創設を契機とした附置研の将来ビジョンの検討とそれを踏まえた主体的改革。

幽O「国立大学法人の組織及び業務全般の見直しに関する視点」への対応。

　　共・　　　　に’1　主た’

O国内外の学問動向や研究者コミュニティの要請等を踏まえた共同利用・共同研究機能の向上。

O大学セクターにおける位置付けや大学の研究ニーズ等を踏まえた我が国の学術研究体制における大学共同

利用機関の在り方の検討。

O大型プロジェクトをはじめとした研究プロジェクトの安定的・継続的推進。

O共同利用・共同研究拠点や、独立行政法人幽幽の研究開発機関との関係や役割の検討。

O「大学共同利用機関法人の組織及び業務全般の見直しに関する視点」への対応。

17

1．学術研究機関の現状と課題　（2）課題

大学等に対する主要な財政的支援の経年変化

①「基本方針2006」等により，国立大学運営費交付金，私学助成予算は，対前年比▲1％とされている。一方，競争的

　資金の充実を通じて，大学等への財政支援における競争的・重点的資源配分の比率が少しずつ増えている。

②「教育振興基本計画」では，大学等における「基盤的経費を確実に措置する」とされている。

億円

20ρOO

15，000

10，000

5ρOO

　　　　0

基盤的経費と競争

的・重点的資源配

　分の比率

H13 14 15 16 17 18 19 20

●●●●●●●●丁丁点的資源配．

圏世界トップレベル研究拠点〔WPI）プログラム

6科学技術振興調整費（大学への配分実績）

■JST戦略的創造研究推進事業（大学への配分実績）

．科学研究費補助金

■国公私立を通じた大学教育改革支援（21世紀COE，特

色GP等）

私立大学等経常費補助金

嗣運営費交付金の芳特別教育研究経費

■国立学校特別会計又は運営費交付金（施設費を含
む）

　（なお，グラフには，学生支援経費は含まない）

　（注）

　　国立学校特別会計における一般会計からの受入額（平成15年

　　度まで）は，国立高等専門学校，国立学校財務センター，大
　　学評価・学位授与機構等も対象機関となっており，平成16年

　　度以降の運営費交付金等の額との単純な比較はできない。

　　平成19年度以降の「科学技術振興調整費」及び「戦略的創造

　研究推進事業」の額は，前年度配分実績に基づく推計額であ
　　る。
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